
該当団体数 28 28 28 27 22 1 17 4 7 17 22 20 0 2 6 6 8 8 5 15 3 0 3 4 4

山梨県 甲府市
甲府市教育委員会 学事課
学事係 055-223-7322 kyogaku@city.kofu.lg.jp

http://www.city.kofu.yamanashi.jp/g
akuji/kyoiku/kyoiku/shugaku/enjos
eido.html ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ラジオ（甲府市「声の広報」）
による周知。
・甲府市役所に設置してある大型ビ
ジョンを利用した制度案内。

・制度の案内書類に援助対象となる年
間所得の目安額等を記載。
・年度途中での申請も可能であること
を、甲府市の広報誌にて周知。 ○

山梨県 富士吉田市
富士吉田市教育委員会学校
教育課 0555-23-1765 gakued@city.fujiyoshida.lg.jp http://web.fujinet.ed.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 都留市
都留市教育委員会 学校教
育課 0554-43-1111 gakkou@city.tsuru.lg.jp

https://www.city.tsuru.yamanashi.jp
/soshiki/gakkoukyouiku/gakkoukyo
uikutantou/9182.html ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 山梨市
山梨市教育委員会 学校教
育課 0553-22-1111 gakkokyoiku@city.yamanashi.lg.jp https://city.yamanashi.yamanashi.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 大月市

大月市教育委員会 学校教
育課 こどもの学び支援担
当 0554-23-8047 gkyouiku-19206@city.otsuki.lg.jp

http://www.city.otsuki.yamanashi.jp
/kosodate/gakkou/enjo.html ○ ○ ○

小学校入学説明会資料に同封して、
学校で書類を配付 ○

山梨県 韮崎市 教育課 学校教育担当
0551-22-1111（内
線264） kyouiku@city.nirasaki.lg.jp http://www.city.nirasaki.lg.jp/ ○ ○ ○ ○

就学援助についての案内と申請書を市
内小中学校に通う全世帯に配布してい
る。 ○

山梨県 南アルプス市 教育委員会 学校教育課 055-282-7776 ksuishin@city.minami-alps.lg.jp
http://www.city.minami-
alps.yamanashi.jp/ ○ ○ ○ ○ ○

就学時健康診断時に保護者に対して
就学援助制度を書面で周知 ○

山梨県 北杜市
北杜市教育委員会教育部教
育総務課 0551-42-1371 kyoikusoumu@city.hokuto.lg.jp

http://www.city.hokuto.yamanashi.j
p ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 甲斐市 教育部学校教育課学事係 055-278-1696 gakuji@city.kai.yamanashi.jp http://www.city.kai.yamanashi.jp/ ○ ○ ○ ○

児童扶養手当申請窓口において、就学
援助制度についてチラシの配布及び案
内を行っている。 ○

山梨県 笛吹市
教育委員会 学校教育課
学務担当 055-261-3337 ○ ○ ○

援助対象となる年間所得の目安額を記
載 ○

山梨県 上野原市 学校教育課 教育総務担当 0554-62-3408 kyoiku-soumu@city.uenohara.lg.jp ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 甲州市 教育総務課 0553-32-1412 kyouiku@city.koshu.lg.jp

http://www.city.koshu.yamanashi.jp
/kenkou_fukushi_kyouiku/kyouiku/d
etail/就学援助 ○ ○

児童生徒の全保護者に毎年度、制度の
案内と申請書類を配布している。 ○

山梨県 中央市 教育委員会 教育総務課 055-274-8521
lg-ksoumu@city.yamanashi-
chuo.lg.jp

https://www.city.chuo.yamanashi.jp
/parenting/kosodatesien/teatejyose
i/4146.html ○ ○ ○

中央市には外国籍児童生徒が多いので
ポルトガル語版も作成している ○

山梨県 市川三郷町
市川三郷町教育委員会 教
育総務課 学校教育係 055-272-6093

kyoiku-
1@town.ichikawamisato.lg.jp

http://www.town.ichikawamisato.ya
manashi.jp/ ○ ○ ○ ○

・新小学１年生には入学までに複数回
書面で周知。
・援助対象となる年間所得の目安額等
を記載。
・外国語の案内や記入例を作成。
・振り仮名を付記した案内を作成。 ○ ○

入学前の新小学１年生には、全員に教
育委員会から申請書を郵送

山梨県 早川町 教育委員会 0556-45-2547
kasai-
kazuhito@town.hayakawa.lg.jp

http://www.town.hayakawa.yamana
shi.jp/ ○

義務教育無償化制度を実施している
為、就学援助制度を実施していない ○

義務教育無償化制度を実施している
為、就学援助制度を実施していない

山梨県 身延町 学校教育課 学校教育担当 0556-20-3016 gakoukyouiku@town.minobu.lg.jp https://www.town.minobu.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 南部町 学校教育課 0556-64-4842
kyouiku@town.yamanashi-
nanbu.lg.jp

http://www.town.nanbu.yamanashi.j
p/ ○ ○ ○

山梨県 富士川町
富士川町教育委員会 教育
総務課 総務学校担当 0556-22-5361 kyouiku@town.fujikawa.lg.jp

http://www.town.fujikawa.yamanas
hi.jp ○ ○ ○ ○

山梨県 昭和町
昭和町教育委員会学校教育
課 055-275-8631

gakko@town.yamanashi-
showa.lg.jp

http://www.town.showa.yamanashi.j
p

http://www.town.showa.
yamanashi.jp/blog/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 道志村 教育委員会 0554-52-1020 kyoiku@vill.doshi.lg.jp http://www.vill.doshi.lg.jp/ ○ ○ 平易な文面を使用している。 ○
山梨県 西桂町 西桂町教育委員会 0555-25-2941 kyouiku@town.nishikatsura.lg.jp ○ ○ ○

山梨県 忍野村 教育委員会 0555-84-2042 kyouiku@vill.oshino.lg.jp
http://www.vill.oshino.lg.jp/docs/20
13010703210/ ○ ○ ○ ○ ○

家庭訪問の際に、母子家庭世帯等
に案内 ○ ○

山梨県 山中湖村 学校総務係 0555-62-3813 kyouiku@vill.yamanakako.lg.jp http://www.vill.yamanakako.lg.jp ○ ○ ○ ○

山梨県 鳴沢村 教育課 0555-85-2606 kyouiku@vill.narusawa.lg.jp
http://www.vill.narusawa.yamanashi
.jp ○ ○ ○ ○

山梨県 富士河口湖町
富士河口湖町教育委員会学
校教育課 0555-72-6052 gakkou@town.fujikawaguchiko.lg.jp http://www.fujikawaguchiko.lg.jp ○ ○

毎年度の進級時に教育委員会から
学校経由で就学援助制度の書類を
配布 ○

教育委員会から制度案内、申請書を学
校経由で全児童生徒に配布

山梨県 小菅村 教育委員会 0428-87-0111 yasu-kato@vill.kosuge.lg.jp ○ ○

山梨県 丹波山村 教育委員会 0428-88-0211 g-moriya@vill.tabayama.lg.jp ○ ○

村単費で教材費等の無償化、給食費の
補助等をしているため就学援助制度の
申請書については配布していない。

山梨県
河口湖南中学
校組合

河口湖南中学校組合教育委
員会事務局 0555-72-1822 kyouiku@konan-jh.jp ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

①都道府県 ②市町村名

０ 就学援助制度問い合わせ先（広報用） Ⅰ 平成３０年度就学援助制度の実施について

オ．制度
案内等は
行わず，
各学校で
希望者に
対して申
請書を配
布

カ．制度
案内等は
行わず，
教育委員
会で希望
者に対し
て申請書
を配布

キ．その
他（内容
を２．
（２）に
記入して
くださ
い。）①部署名 ②電話番号 ③e-mail ④ウェブサイト ⑤その他（SNSなど）

１．就学援助制度の周知方法 ２．就学援助制度の申請書の配布方法

キ．教職
員向け説
明会を実
施

（１）就学援助制度の周知方法（あてはまるもの全てに○）

（２）ケの内容 （３）就学援助制度周知の工夫

（１）就学援助制度の申請書の配付方法（あてはまるもの全てに○）

（２）キの内容

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載

エ．入学
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

オ．毎年
度の進級
時に学校
で就学援
助制度の
書類を配
付

ク．保護
者向け説
明会を実
施するよ
う各学校
へ指導

カ．各学
校に対し
て制度を
書面で周
知

ケ．その
他
→（２）

ア．各学
校で制度
案内を配
付後，希
望者に各
学校から
申請書を
配布

イ．各学
校で制度
案内を配
付後，希
望者に教
育委員会
から申請
書を配布

ウ．各学
校で全児
童生徒も
しくは保
護者に申
請書を配
布

エ．教育
委員会で
全児童生
徒もしく
は保護者
に申請書
を配布



倍 課税所得等の分類 年 月 万円
27 26 26 25 25 25 7 5 16 24 9 7 11 12 2 1 1 0 14 4 4 4 4 4 0 0 1 14 28 28

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3 その他 25 4 329

給与収入（税込）だけでなく、児童
扶養手当や児童手当の金額、非課税
の障害年金、遺族年金等についても
収入として審査をしている。

保護者が不慮の災害、事故及び疾病等によりその世帯
の生計に著しい変化を生じ、生活が困難と認められる
者 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 課税所得 25 3 373 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保護者が会社を解雇等されたものなど教育長が就学援
助が必要と認めるもの 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ その他著しく就学困難と認められる場合 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長の意見書等により、生活が困窮していると教育
委員会が特に認めたもの 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

世帯員の合計所得を確認し、児童扶養手当の一部支給
限度額を下回っていた場合、民生委員または学校長の
意見書を添付のうえ、認否を審議する。 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.3

特別支援教育就学奨励費
の需要額測定に用いる保
護基準額 24 12 300 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・世帯構成貸付制度による貸付
・上野原市立小・中学校長又は、民生（児童）委員が
特に援助を必要と認める状態にある者 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 児童扶養手当所得限度額を準用 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1.2 課税所得 24 4 249

両親ともに失業、または病気療養等の場合、民生委員
等の所見をもとに地教委の判断により認定するケース
あり 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0% 0%

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
特別な経済的理由で就学困難と教育委員会が認める場
合 15%未満 15%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 10%未満 10%未満

○ ○ 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満 10%未満
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10%未満 5%未満
〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 10%未満 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ その他教育長が、就学援助が必要と認めるもの 5%未満 5%未満
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5%未満 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ その他教育長が、就学援助が必要と認める者 5%未満 5%未満

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長意見書、民生委員証明書により 10%未満 10%未満

○ ○ ○ ○ ○ 0% 0%

○
村単費で教材費等の無償化、給食費の補助等をしてい
る 0% 0%

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長意見書、民生委員証明書により 10%未満 10%未満

Ⅱ 平成３０年度準要保護認定基準

（２）ソ，タ，チを選択した場合 （３）ツに○をした場合

（４）
（２）（３）の補足

（５） テの内容
（１）平成
29年度

（２）平成
30年度

ソ．生活保
護の基準額
に一定の係
数を掛けた
もの（生活
保護の基準
額が変わる
と自動的に
要件が変わ
るもの）

タ．生活保
護の基準額
に一定の係
数を掛けた
もの（生活
保護の基準
額を参照し
て額を定め
ているも
の）

（１） 平成３０年度当初における準要保護の認定基準（該当するもの全てに○）

基準根拠
目安額（年
額）

係数
（倍率）
倍

目安額（年
額）
万円

Ⅲ 就学援助率

ウ．市区町
村民税の減
免

エ．国民年
金保険料の
免除

オ．国民健
康保険法の
保険料の減
免または徴
収の猶予

カ．児童扶
養手当の支
給

キ．保護者
が職業安定
所登録日雇
労働者

ク．P・T・
A会費，学
級費等の学
校納付金の
減免が行な
われている
者

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

イ．市区町
村民税の非
課税

チ．特別支
援教育就学
奨励費の需
要額測定に
用いる保護
基準額，又
は同基準額
に一定の係
数を掛けた
もの

ツ．市区町
村民税（所
得割又は均
等割）課税
最低限度額
に一定の係
数を掛けた
もの

テ．その他
（内容を
（５）に記
入してくだ
さい。）

倍数
（倍率）

ケ．個人の
事業税の減
免

コ．固定資
産税の減免

サ．学校納
付金の納付
状態の悪い
者，昼食，
被服等が悪
い者または
学用品，通
学用品等に
不自由して
いる者等で
保護者の生
活状態がき
わめて悪い
と認められ
るもの

シ．経済的
な理由によ
る欠席日数
が多い者

ス．保護者
の職業が不
安定で，生
活状態が悪
いと認めら
れる者

セ．生活福
祉資金によ
る貸付け



実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他 実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他 実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他 実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他

0 0 1 2 2 2 22 22 2 0 0 1 1 1 1 21 21 2 3 3 0 0 0 0 0 0 2 17 18 1 7 7 7 1 1 2 14

○ 13,650 7,300 ○ 40,600 ○ 45,500
・支給平均額は、すべて30年度予算に計上した単価。
・学用品費上限額は、1年生のみ11,420円。

○ 11,420 ○ 20,470 ○ 28,039

○ 13,270 ○ 40,600 ○ 29,700 学用品費 1年生：11,100円、2～6年生：13,270円

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 41,651

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 25,000

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 0 ○ 45,511

・学用品費 1年生：11,420円、2～6年生：13,650円
・通学費の支給平均額については、予算計上しているが、実績が
ないため0円となっている。
・修学旅行費については、平成30年度予算に計上した金額

○ 13,200 ○ 19,900 ○ 42,000
・学用品費（1年生）は、2～6年生の84％の金額
・修学旅行費の支給平均額は30年度予算計上単価とする。

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 43200 ○ 21,490 21,490
・通学費の支給平均額は、30年度の執行見込額
・修学旅行費の支給平均額は、30年度の執行見込額

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 21,490 21,490

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 21,490 21,490

・学用品費（通学用品費合算）H30予算単価は1年11420円、2～6
年13650円
・修学旅行費はH30予算単価

○ 11,100 ○ 19,900 ○ 25,008

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 41,516

〇 14,780 ○ 19,900 ○ 45,000
・学用品費等 １年生12,610円、2～6年14,780円
・修学旅行費については平成30年度予算計上単価を記載

○ 5,550 ○ 9,950 ○ 48,195

○ ○ ○ ○
義務教育無償化制度を実施している為、就学援助制度を実施して
いない

○ 3,300 ○ 45,000
平均支給額については、平成30年度当初予算へ計上した一人あた
りの単価を記入。

○ 11,000 ○ 19,900 ○ 36,000 36,000

○ 11,420 11,420 ○ 40,600 40,600 ○ 21,490 21,490

○ 11,420 ○ 40,600 ○ 44,000
○ 11,100 ○ 19,900 ○ 20,600 20,600
○ 11,100 ○ 19,900 ○ 20,600

○ 13,270 ○ 19,900 ○ 22,000
○ 5,710 ○ 24,000

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 21,490 0 H30年度実績なし

○ 13,650 ○ 40,600 ○ 27,487
・支給平均額は29年度実績額の平均額
・学用品費１学年11,420円・2～６学年13,650円

〇 〇 〇 0 〇 0
学用品費、新入学児童・生徒学用品費、通学費、修学旅行費：制
度はあるが実績なし（予算計上なし）

〇 〇 〇 〇 村単費で教材費等の無償化、給食費の補助等をしている

中学校組合のため、域内に小学校がない。
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Ⅳ 平成３０年度準要保護就学援助額

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費
（１） 費目毎の援助額

（２） 補足事項

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

学用品費



実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他 実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他 実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他 実費
支給平均
額

現物支給 上限額
上限の金
額

支給平均
額

一定額
一定の金
額

その他

0 0 1 2 2 2 22 22 2 0 0 1 1 1 1 21 21 2 3 3 0 0 0 0 0 0 2 18 19 1 6 6 6 1 1 2 13

○ 24,550 22,500 ○ 47,400 ○ 71000
・支給平均額は、すべて30年度予算に計上した単価。
・学用品費上限額は、1年生のみ22,320円。

○ 22,320 ○ 23,550 ○ 85807

○ 23,870 ○ 47,400 ○ 67200 学用品費 1年生：21,700円、2～3年生：23,870円

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 60435

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 70000

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 0 ○ 71043

・学用品費 1年生：22,320円、2～6年生：24,550円
・通学費の支給平均額については、予算計上しているが、実績がな
いため0円となっている。
・修学旅行費については、平成30年度予算に計上した金額

○ 23,800 ○ 22,900 ○ 75000
・学用品費（1年生）は、2、3年生の91％の金額
・修学旅行費の支給平均額は30年度予算計上単価とする。

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 43200 ○ 57590 57590
・通学費の支給平均額は、30年度の執行見込額
・修学旅行費の支給平均額は、30年度の執行見込額

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 57590 57590

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 57590 57590

・学用品費（通学用品費合算）H30予算単価は1年22320円、2・3年
24550円
・修学旅行費・校外活動費はH30予算単価

○ 21,700 ○ 22,900 ○ 68488

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 66145

〇 26,050 ○ 22,900 ○ 65000
・学用品費等 1年生23,880円 2～3年生26,050円
・修学旅行費については平成30年度予算計上単価を記載

○ 10,850 ○ 11,450 ○ 85373

○ ○ ○ ○
義務教育無償化制度を実施している為、就学援助制度を実施してい
ない

○ 13,200 ○ 60000
平均支給額については、平成30年度当初予算へ計上した一人あたり
の単価を記入。

○ 21,450 ○ 22,900 ○ 72000 72000

○ 22,320 22,320 ○ 47,400 47,400 ○ 57590 57590

○ 22,320 ○ 47,400 ○ 73000
○ 21,700 ○ 22,900 ○ 55900 55900
○ 21,700 ○ 22,900 ○ 55900

○ 23,870 ○ 22,900 ○ 84000
○ 11,160 ○ 125000

村内には中学校がなく、支給対象がない

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 97896
・支給平均額は29年度実績より
・学用品費１学年22,320円・２～３年24,550円

〇 〇 〇 0 〇 0
学用品費、新入学児童・生徒学用品費、通学費、修学旅行費：制度
はあるが実績なし（予算計上なし）

〇 〇 〇 〇 村単費で教材費等の無償化、給食費の補助等をしている

○ 24,550 ○ 47,400 ○ 68414
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学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）
（１） 費目毎の援助額

（２） 補足事項

修学旅行費



Ⅵ 自由記述欄

0 0 3 3 5 0 22 0 0 0 1 0 0 0 4 0 1 1 2 4 1 1

○

○ ○

○

○ ○ ○ ○

〇

○ ○

カ．就学援助とは別に，学用品費等の一部助成
・小学生のバス通学費の補助、中学生の自転車購入費・バス通学費・電車通学
費の一部を補助

○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○ ○
医療費については、本町では18歳の最初の3月31日まで医療費の
窓口無料化を行っている

○ ○ 義務教育無償化制度を実施している

○ ○
カ．就学援助とは別に，学用品費等の一部助成
補助教材費への公費負担 １人あたり、小学校6,000円 中学校10,000円

○

○

○
○
○

〇
○

○ ○

○ スクール・ソーシャル・ワーカーの設置

○

〇 ○
コ．その他
平成24年度から村単費で教材費等の無償化、給食費の補助等をしている

○ ○ ○

Ⅴ その他

１．学校における保護者負担軽減に向けた取組の状況 ２．教育委員会における保護者負担軽減に向けた取組の状況
（１）教育委員会が把握している学校の取組（あてはまるものすべてに○）

（２）クの内容及び補足説明

就学援助制度の運用や，経済的に困窮している児童
生徒に対する貴市町村の取組・対応について，これ
までの回答への補足

（１） 教育委員会における取組（あてはまるもの全てに○）

（２）コの内容及び補足説明 （３）その他学校や教育委員会以外での取組

ア．学用
品等の中
古品を安
価で販売
（バザー
等）

イ．学用
品等（中
古品を含
む）の貸
し出し

キ．学用
品費等の
購入費用
の貸付

ク．学校
（又は校
長会等）
に対し
て，学用
品等の取
扱いに関
する通知
やマニュ
アルを提
示

ウ．学用
品等（中
古品を含
む）の無
償給与

エ．低廉
な学用品
等の使用

ケ．学校
（又は校
長会等）
に対し
て，他校
の取組状
況等を情
報提供

コ．その
他（※具
体的な取
組を
（２）に
記載）

ア．自治
体内で学
用品等の
仕様の統
一

イ．自治
体内で学
用品等の
一括契
約・購入

ウ．学用
品等の中
古品を安
価で販売
（バザー
等）

エ．学用
品等（中
古品を含
む）の貸
し出し

オ．学用
品等（中
古品を含
む）の無
償給与

カ．就学
援助とは
別に，学
用品費等
の一部助
成

オ．使用
する学用
品等の精
選

カ．使用
する学用
品等の入
札・合見
積等の実
施

キ．把握
していな
い

ク．その
他（※具
体的な取
組を
（２）に
記載）


